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1. 平成31年3月期第2四半期（中間期）の連結業績（平成30年4月1日～平成30年9月30日）

(1) 連結経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 親会社株主に帰属する中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年3月期中間期 10,666 △1.1 1,382 △15.0 934 △36.7

30年3月期中間期 10,789 △5.6 1,627 5.6 1,476 62.8

（注）包括利益 31年3月期中間期　　650百万円 （△58.6％） 30年3月期中間期　　1,571百万円 （―％）

1株当たり中間純利益
潜在株式調整後1株当たり中間純

利益
円 銭 円 銭

31年3月期中間期 104.29 88.78

30年3月期中間期 165.13 140.34

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

31年3月期中間期 1,098,587 55,413 5.0

30年3月期 1,082,087 55,028 5.0

（参考）自己資本 31年3月期中間期 54,941百万円 30年3月期 54,530百万円

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年3月期 ― 25.00 ― 30.00 55.00

31年3月期 ― 25.00

31年3月期（予想） ― 30.00 55.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,850 △33.8 1,100 △41.4 123.00

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 31年3月期中間期 9,258,856 株 30年3月期 9,258,856 株

② 期末自己株式数 31年3月期中間期 293,677 株 30年3月期 314,215 株

③ 期中平均株式数（中間期） 31年3月期中間期 8,955,935 株 30年3月期中間期 8,940,176 株

（個別業績の概要）

1. 平成31年3月期第2四半期（中間期）の個別業績（平成30年4月1日～平成30年9月30日）

(1) 個別経営成績 （％表示は、対前年中間期増減率）

経常収益 経常利益 中間純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年3月期中間期 8,134 △1.3 1,314 △15.0 902 △36.5

30年3月期中間期 8,249 △6.7 1,547 6.7 1,423 66.3

1株当たり中間純利益
円 銭

31年3月期中間期 100.81

30年3月期中間期 159.24

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

31年3月期中間期 1,093,998 52,193 4.7

30年3月期 1,077,791 51,836 4.7

（参考）自己資本 31年3月期中間期 52,117百万円 30年3月期 51,731百万円

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権）を期末資産の部合計で除して算出しております。

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

2. 平成31年 3月期の個別業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

経常利益 当期純利益 1株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,750 △33.8 1,000 △43.8 111.82

※ 中間決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に掲載されている連結業績予想等の将来に関する記述は、現時点において入手可能な情報による判断及び予測に基づき算定したものであり、実際
の業績は今後の様々な要因により大きく変動する可能性があります。



（添付資料） 
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１．当中間決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当中間連結会計期間におけるわが国経済を顧みますと、世界景気の緩やかな回復を背景に、企業収益は改善しており

ます。また、雇用情勢も着実に改善するなか、個人消費は持ち直しており、景気は緩やかな回復基調が続いております。

しかしながら、中国をはじめとするアジア新興国等の経済の先行き、米国政権との通商問題の動向や相次いでいる国内

の自然災害の経済に与える影響等について留意する必要があります。 

このような金融経済環境のもとにあって、当行グループは、引き続き、役職員一体となって業容の拡充と経営の一層

の効率化に努めてまいりました。この結果、次のような経営成績となりました。 

連結経常収益は、前中間期比１億 22百万円減少して 106億 66百万円となりました。一方、連結経常費用は、前中間

期比１億 21 百万円増加して、92 億 83 百万円となりました。この結果、連結経常利益は前中間期比２億 44 百万円減少

して 13億 82百万円となり、親会社株主に帰属する中間純利益は前中間期比５億 42百万円減少して９億 34百万円とな

りました。 

当行グループの中心となる当行単体の経営成績につきましては、経常収益は前中間期比１億 15百万円減少の 81億 34

百万円、経常費用は前中間期比１億 18 百万円増加の 68 億 19 百万円、経常利益は前中間期比２億 33 百万円減少の 13

億 14百万円、中間純利益は前中間期比５億 20百万円減少の９億２百万円となりました。 

（２）財政状態に関する説明 

連結ベースの主要勘定につきましては、預金は、期中 166億３百万円増加して中間期末残高は 1兆 286億 71百万円と

なりました。貸出金は、県内の資金需要も一部回復基調にあり、期中 75 億５百万円増加して中間期末残高は 5,960 億

69百万円となりました。 

有価証券につきましては、期中 143億 46百万円増加して中間期末残高は 4,023億 98百万円となりました。 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成 30年５月 10日に公表した業績予想から変更はありません。 
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２．中間連結財務諸表及び主な注記

（１）中間連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当中間連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

現金預け金 43,849 42,471

コールローン及び買入手形 30,000 27,681

金銭の信託 - 1,024

有価証券 388,052 402,398

貸出金 588,564 596,069

外国為替 604 363

リース債権及びリース投資資産 10,854 11,124

その他資産 14,774 12,315

有形固定資産 10,336 10,212

無形固定資産 859 740

退職給付に係る資産 790 781

繰延税金資産 88 80

支払承諾見返 1,475 1,406

貸倒引当金 △8,163 △8,083

資産の部合計 1,082,087 1,098,587

負債の部

預金 1,012,067 1,028,671

借用金 2,389 1,917

外国為替 0 7

新株予約権付社債 2,965 2,965

その他負債 4,485 4,736

賞与引当金 425 368

退職給付に係る負債 415 419

役員退職慰労引当金 19 20

役員株式給付引当金 54 46

睡眠預金払戻損失引当金 134 134

偶発損失引当金 136 119

繰延税金負債 2,490 2,361

支払承諾 1,475 1,406

負債の部合計 1,027,059 1,043,173

純資産の部

資本金 13,017 13,017

資本剰余金 9,722 9,722

利益剰余金 23,930 24,575

自己株式 △813 △758

株主資本合計 45,857 46,556

その他有価証券評価差額金 8,533 8,251

退職給付に係る調整累計額 140 133

その他の包括利益累計額合計 8,673 8,384

新株予約権 105 75

非支配株主持分 391 396

純資産の部合計 55,028 55,413

負債及び純資産の部合計 1,082,087 1,098,587
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（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書

中間連結損益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成30年４月１日

　至 平成30年９月30日)

経常収益 10,789 10,666

資金運用収益 6,674 6,734

（うち貸出金利息） 4,452 4,223

（うち有価証券利息配当金） 2,204 2,492

役務取引等収益 512 568

その他業務収益 2,596 2,918

その他経常収益 1,006 445

経常費用 9,162 9,283

資金調達費用 227 158

（うち預金利息） 187 120

役務取引等費用 760 805

その他業務費用 2,423 2,636

営業経費 5,723 5,502

その他経常費用 26 180

経常利益 1,627 1,382

特別利益 - 3

固定資産処分益 - 3

特別損失 89 30

固定資産処分損 26 3

減損損失 62 27

税金等調整前中間純利益 1,537 1,355

法人税、住民税及び事業税 183 386

法人税等調整額 △130 29

法人税等合計 53 415

中間純利益 1,484 939

非支配株主に帰属する中間純利益 7 5

親会社株主に帰属する中間純利益 1,476 934
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中間連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前中間連結会計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成30年４月１日

　至 平成30年９月30日)

中間純利益 1,484 939

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 95 △282

退職給付に係る調整額 △8 △6

その他の包括利益合計 87 △289

中間包括利益 1,571 650

（内訳）

親会社株主に係る中間包括利益 1,563 644

非支配株主に係る中間包括利益 7 5
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（３）中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,017 9,722 22,558 △845 44,452

当中間期変動額

剰余金の配当 △270 △270

親会社株主に帰属す

る中間純利益
1,476 1,476

自己株式の取得 △2 △2

自己株式の処分 △11 35 23

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 ― ― 1,194 33 1,227

当中間期末残高 13,017 9,722 23,752 △812 45,680

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評

価差額金

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 11,538 88 11,626 126 379 56,584

当中間期変動額

剰余金の配当 △270

親会社株主に帰属す

る中間純利益
1,476

自己株式の取得 △2

自己株式の処分 23

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

95 △8 87 △20 7 74

当中間期変動額合計 95 △8 87 △20 7 1,302

当中間期末残高 11,634 79 11,713 105 386 57,886
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当中間連結会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 13,017 9,722 23,930 △813 45,857

当中間期変動額

剰余金の配当 △270 △270

親会社株主に帰属す

る中間純利益
934 934

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 △18 55 37

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 ― ― 644 54 699

当中間期末残高 13,017 9,722 24,575 △758 46,556

　

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評

価差額金

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 8,533 140 8,673 105 391 55,028

当中間期変動額

剰余金の配当 △270

親会社株主に帰属す

る中間純利益
934

自己株式の取得 △1

自己株式の処分 37

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

△282 △6 △289 △30 5 △314

当中間期変動額合計 △282 △6 △289 △30 5 385

当中間期末残高 8,251 133 8,384 75 396 55,413
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（４）中間連結財務諸表に関する注記事項  

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

  （追加情報） 

当行は、取締役（社外取締役を除く。）に信託を通じて当行の株式を交付する取引を行っております。  

イ 取引の概要 

当行は、取締役の報酬と当行の業績および株式価値との連動性をより明確にし、取締役が中長期的な業

績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、取締役に対する業績連動型株式報

酬制度「株式給付信託（ＢＢＴ）」を導入しております。 

本制度は、当行が拠出する金銭を原資として当行株式が信託を通じて取得され、取締役に対して役員株

式給付規程に従って、役位、業績、中期経営計画達成度等に応じて当行株式および当行株式を時価で換算

した金額相当の金銭「当行株式等」が信託を通じて給付される業績連動型の株式報酬制度です。なお、取

締役が当行株式等の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時とします。 

ロ 信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当行株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額および株式数は、当中間連結会計期間 139 百万円、

71,300 株であります。 
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３．中間財務諸表

（１）中間貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成30年３月31日)

当中間会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

現金預け金 43,829 42,449

コールローン 30,000 27,681

金銭の信託 - 1,024

有価証券 389,080 403,426

貸出金 596,118 603,649

外国為替 604 363

その他資産 13,165 10,652

その他の資産 13,165 10,652

有形固定資産 10,006 9,876

無形固定資産 799 690

前払年金費用 591 593

支払承諾見返 1,475 1,406

貸倒引当金 △7,880 △7,817

資産の部合計 1,077,791 1,093,998

負債の部

預金 1,013,844 1,029,895

借用金 1,093 680

外国為替 0 7

新株予約権付社債 2,965 2,965

その他負債 3,013 3,489

未払法人税等 - 224

リース債務 1,200 1,147

資産除去債務 111 112

その他の負債 1,702 2,005

賞与引当金 413 356

退職給付引当金 395 400

役員株式給付引当金 54 46

睡眠預金払戻損失引当金 134 134

偶発損失引当金 136 119

繰延税金負債 2,428 2,303

支払承諾 1,475 1,406

負債の部合計 1,025,954 1,041,805
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成30年３月31日)

当中間会計期間
(平成30年９月30日)

純資産の部

資本金 13,017 13,017

資本剰余金 9,681 9,681

資本準備金 9,681 9,681

利益剰余金 21,312 21,926

利益準備金 3,426 3,426

その他利益剰余金 17,886 18,500

別途積立金 5,997 5,997

繰越利益剰余金 11,888 12,502

自己株式 △813 △758

株主資本合計 43,197 43,866

その他有価証券評価差額金 8,533 8,251

評価・換算差額等合計 8,533 8,251

新株予約権 105 75

純資産の部合計 51,836 52,193

負債及び純資産の部合計 1,077,791 1,093,998
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（２）中間損益計算書

(単位：百万円)
前中間会計期間

(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成30年４月１日

　至 平成30年９月30日)

経常収益 8,249 8,134

資金運用収益 6,695 6,754

（うち貸出金利息） 4,468 4,238

（うち有価証券利息配当金） 2,209 2,498

役務取引等収益 522 579

その他業務収益 12 353

その他経常収益 1,018 445

経常費用 6,701 6,819

資金調達費用 227 159

（うち預金利息） 187 120

役務取引等費用 789 824

その他業務費用 177 458

営業経費 5,490 5,259

その他経常費用 16 117

経常利益 1,547 1,314

特別利益 - 3

特別損失 89 30

税引前中間純利益 1,458 1,287

法人税、住民税及び事業税 164 364

法人税等調整額 △129 20

法人税等合計 35 384

中間純利益 1,423 902
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（３）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 13,017 9,681 9,681 3,426 5,997 10,615 20,039

当中間期変動額

剰余金の配当 △270 △270

中間純利益 1,423 1,423

自己株式の取得

自己株式の処分 △11 △11

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 ― ― ― ― ― 1,141 1,141

当中間期末残高 13,017 9,681 9,681 3,426 5,997 11,756 21,180

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △845 41,891 11,538 11,538 126 53,556

当中間期変動額

剰余金の配当 △270 △270

中間純利益 1,423 1,423

自己株式の取得 △2 △2 △2

自己株式の処分 35 23 23

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

95 95 △20 75

当中間期変動額合計 33 1,175 95 95 △20 1,250

当中間期末残高 △812 43,067 11,634 11,634 105 54,806
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当中間会計期間（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 13,017 9,681 9,681 3,426 5,997 11,888 21,312

当中間期変動額

剰余金の配当 △270 △270

中間純利益 902 902

自己株式の取得

自己株式の処分 △18 △18

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

当中間期変動額合計 ― ― ― ― ― 613 613

当中間期末残高 13,017 9,681 9,681 3,426 5,997 12,502 21,926

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △813 43,197 8,533 8,533 105 51,836

当中間期変動額

剰余金の配当 △270 △270

中間純利益 902 902

自己株式の取得 △1 △1 △1

自己株式の処分 55 37 37

株主資本以外の項目

の 当 中 間 期 変 動 額

（純額）

△282 △282 △30 △312

当中間期変動額合計 54 668 △282 △282 △30 356

当中間期末残高 △758 43,866 8,251 8,251 75 52,193
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Ⅰ　平成３０年度中間決算の概況

１．損　益　状　況
〔単　体〕 （単位：百万円）

5 5 －

法 人 税 等 調 整 額 20 149 △ 129

中 間 純 利 益 902 △ 521 1,423

税 引 前 中 間 純 利 益 1,287 △ 171

1,547

△ 89

△ 26

△ 233

63

1,314

固 定 資 産 処 分 損 2 △ 24 26

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 364 200 164

1,458

△ 42

1

－

352

0

53

△ 16

そ の 他 特 別 損 益 － － －

貸 出 金 償 却

偶 発 損 失 引 当 金 純 繰 入 額

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

特 別 損 益

固 定 資 産 処 分 損 益

固 定 資 産 処 分 益 3

個 別 貸 倒 引 当 金 純 繰 入 額

△ 11

－

26

△ 1－

27

不 良 債 権 処 理 額

債 権 売 却 損 等

経 常 利 益

△ 26

3

償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 臨 時 損 益

△ 352

0

－

△ 2

0

51

30

－

1

うち国債等債券損益（５勘定尻） △ 114 63 △ 177

臨 時 損 益 347 △ 667 1,014

業 務 純 益 967 434 533

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 9 9 －

株 式 等 損 益 （ ３ 勘 定 尻 ） △ 282284 566

平成29年度中間期
平成29年度中間期比

業 務 粗 利 益 6,245 209 6,036

6,564 123 6,441

5,993

6,360

6,200

（ 除 く 国 債 等 債 券 損 益 ）

国 内 業 務 粗 利 益

資 金 利 益

147

207

6,213

平成30年度中間期

△ 41

－

△ 271

△ 114 63 △ 177

実 質 業 務 純 益 976 443 533

コ ア 業 務 純 益 1,091 380 711

固 定 資 産 の 減 損 損 失 27 △ 35 62

5

0

△ 249 22

△ 3

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

国 際 業 務 粗 利 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

物 件 費 2,183

43

25

4

12

経 費 （ 除 く 臨 時 費 用 分 ） 5,269 △ 233 5,502

人 件 費 2,701 △ 103 2,804

税 金 384 △ 7 391

1

△ 123

44

30

4

9

2,306

１．金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．実質業務純益＝「業務粗利益－経費」 

 ＝「業務純益＋一般貸倒引当金繰入額」 

  コア業務純益＝「業務粗利益－経費－国債等債券損益」 

 ＝「業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券損益」 

（注） 
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〔連　結〕

〔連結対象会社数〕

２．業　務　純　益〔単　体〕

３．利　鞘〔単　体〕
（１）全　店

0.37 △ 0.03 0.40

0.03

1.03 △ 0.06 1.09

0.26 0.07 0.19

（単位：％）

1.31 △ 0.01 1.32

1.42 △ 0.11 1.53

1.25 0.13 1.12

1.05 △ 0.08 1.13

1.05 △ 0.08 1.13

0.02 △ 0.01

職員一人当たり（千円） 1,381 619 762

平成30年度中間期 平成29年度中間期
平成29年度中間期比

職員一人当たり（千円） 1,395 633 762

(１) 実 質 業 務 純 益

(２) 業 務 純 益

（注）職員一人当たり計数は、期中平均人員により算出しております。
　　　平成30年度中間期 700人　　平成29年度中間期 699人

平成30年度中間期 平成29年度中間期
平成29年度中間期比

（単位：百万円）

（社）

249 6,370

6,575 129 6,446

△ 237 11 △ 248

平成29年度中間期
平成29年度中間期比

11 11 －

967 434 533

連 結 子 会 社 数 2 － 2

5,723営 業 経 費

平成30年度中間期

連 結 粗 利 益 6,619

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

そ の 他 業 務 利 益

貸 出 金 償 却

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

76 72 4

2 △ 2 4

62 62 －

貸 倒 償 却 引 当 費 用

282 109 173

5,502 △ 221

経 常 利 益 1,382 △ 245 1,627

特 別 損 益 △ 27 62 △ 89

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 1,355 △ 182 1,537

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － △ 340 340

株 式 等 関 係 損 益 284 △ 282 566

そ の 他 57 △ 20 77

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益 934 △ 542 1,476

（注）連結粗利益＝「（資金運用収益－資金調達費用）＋（役務取引等収益－役務取引等費用）
　　　＋（その他業務収益－その他業務費用）」

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 386 203 183

法 人 税 等 調 整 額 29 159 △ 130

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益 5 △ 2 7

(１)

(２)

(３)

資 金 運 用 利 回

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金 調 達 原 価

預 金 等 原 価

預 金 等 利 回

経 費 率

総 資 金 利 鞘 (A)－(C)

（Ｃ）

（Ｄ）

（Ａ）

（Ｂ）

(B)－(D)預 貸 金 利 鞘

533443976

（単位：百万円）
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（２）国内業務部門

４．有価証券関係損益〔単　体〕

（△）

（△）

（△）

（△）

（△）

５．自己資本比率（国内基準）
〔単　体〕

% % % % %

〔連　結〕

% % % % %△ 0.25 △ 0.67 10.91 11.33

49,553 497 △ 254 49,056 49,807

464,711 15,401 25,301 449,310 439,410

18,588 616 1,012 17,972 17,576

17,632 17,208

（単位：百万円）

（単位：百万円）

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

〔速報値〕

〔速報値〕

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

10.21

455,953 15,149 25,747 440,804 430,206

△ 0.25 △ 0.68

④単体所要自己資本額（③×4％）

③リスク・アセットの額

②単体における自己資本の額

①自己資本比率（②／③）

 償　還　損

10.46 10.89

46,584 454 △ 303 46,130 46,887

 償　　　却

 売　却　益

 売　却　損

 償　　　却

－ － －

株 式 等 損 益（３勘定尻） 284 △ 282 566

313 △ 253 566

平成30年9月末

18,238 606 1,030

0.07 0.19

0.38 △ 0.03 0.41

177

24 24 －

4 4 －

－ － －

平成30年度中間期 平成29年度中間期
平成29年度中間期比

△ 114 63 △ 177

344 344 －

（単位：百万円）

1.31 0.00 1.31

平成30年度中間期 平成29年度中間期
平成29年度中間期比

（単位：％）

(１)

－ － －

458 281

1.42 △ 0.11 1.53

1.26 0.13 1.13

1.05 △ 0.07 1.12

1.04 △ 0.08 1.12

0.02 △ 0.01 0.03

1.02 △ 0.06 1.08

0.26(３)

資 金 運 用 利 回

(２)

国債等債券損益（５勘定尻）

 売　却　益

 償　還　益

 売　却　損

①連結自己資本比率（②／③）

②連結における自己資本の額

③リスク・アセットの額

④連結所要自己資本額（③×4％）

10.66

貸 出 金 利 回

有 価 証 券 利 回

資 金 調 達 原 価

預 金 等 原 価

預 金 等 利 回

総 資 金 利 鞘

預 貸 金 利 鞘

（Ａ）

（Ｂ）

（Ｃ）

（Ｄ）

(A)－(C)

(B)－(D)

経 費 率

平成30年9月末
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６．有価証券の評価損益
（１）有価証券の評価基準

（２）評価損益

〔単　体〕 （単位：百万円）

　

〔連　結〕 （単位：百万円）

1,853 2,188 △ 471 1,678 2,149 △ 58 2,211 2,270

6,026 747 7,281 7,451 169 8,943

19,140 2,589

7,016 333 5,371 5,536 164 7,665 7,767 101

合　　計 14,895 3,269 12,181 14,666 2,484 16,551

9,161 217

136

△ 2,003

1,311

△ 555

7,016 333

9,001 216

1,853 2,068 △ 399 1,678 2,077 7 2,211 2,204

5,895 728 7,091 7,260 168 8,785

159 67130 139 118 191 73 92

18,980 2,522

7,016 333 5,371 5,536 164 7,665 7,767 101

14,765 3,129 12,063 14,474 2,411 16,458

平成30年3月末

平成30年3月末

売 買 目 的 有 価 証 券

平成29年9月末

評価損益 評価損益
評価益 評価損 評価益 評価損 評価益 評価損

9,161 217

1,853 2,188 △ 471 1,678 2,149 △ 58 2,211

－ －

合　　計 14,895 3,269

2,270

債　券

その他

8,943

19,140 2,589

株　式

債　券

9,001 216

1,853 2,068 △ 399 1,678 2,077 7 2,211 2,204

5,895 728 7,091 7,260 168 8,785

6,026 747 7,281 7,451 169

△ 555

184

△ 1,924

5,371 5,536 164 7,665 7,767 101

333 5,371 5,536 164 7,665 7,767 101

14,765 3,129 12,063 14,474 2,411 16,458

平成30年9月末

株　式 1,311

12,181 14,666 2,484 16,551

評価損益 評価損益
評価益 評価損 評価益 評価損 評価益 評価損

時価法（評価差額を損益処理）

償却原価法

時価法（評価差額を全部純資産直入）

原価法

159 67

－ －

18,980 2,522

満 期 保 有 目 的 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券

－ － － －

130 139 118 191 73 92

平成29年9月末

株　式

株　式

△ 8

－

11,635

△ 335

5,278

6,682

11,626

△ 215

5,167

6,682 7,016

その他

債　券

その他

債　券

その他

評価損益

子 会 社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式

その他有価証券

満期保有目的

その他有価証券

子会社等株式

満期保有目的

△ 428

△ 126

前期比

前期比

△ 428

－

△ 126

136

△ 2,003

1,311

184

△ 1,924

1,311

△ 335

5,278

6,682

11,626

△ 215

5,167

6,682

11,635

△ 8

平成30年9月末

評価損益

１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）貸借対照表価額と取得価額 

  との差額を計上しております。 

２．有価証券の評価は、（中間）決算日の時価に基づいております。 

（注） 

１．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、（中間）連結貸借対照表価額と取得価額 

  との差額を計上しております。 

２．有価証券の評価は、（中間）連結決算日の時価に基づいております。 

（注） 
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７．退職給付費用〔単　体〕

８．Ｒ　Ｏ　Ｅ〔単　体〕

９．Ｒ　Ｏ　Ａ〔単　体〕

コ ア 業 務 純 益 ベ ー ス 0.20 0.07 0.13

業 務 純 益 ベ ー ス 0.17 0.08 0.09

中 間 純 利 益 ベ ー ス 0.16 △ 0.10 0.26

（単位：％）

平成30年度中間期 平成29年度中間期
平成29年度中間期比

△ 10

会 計 基 準 変 更 時 差 異 処 理 額 － － －

その他（臨時に支払った割増退職金等） － － －

実 質 業 務 純 益 ベ ー ス 0.17 0.08 0.09

数 理 計 算 上 の 差 異 処 理 額 △ 9 1

中 間 純 利 益 ベ ー ス 3.46 △ 1.79 5.25

コ ア 業 務 純 益 ベ ー ス

（単位：％）

業 務 純 益 ベ ー ス 3.71 1.75 1.96

平成29年度中間期比
平成30年度中間期 平成29年度中間期

58

91

△ 10

△ 11

68

102

平成30年度中間期 平成29年度中間期
平成29年度中間期比

実 質 業 務 純 益 ベ ー ス 3.75 1.79 1.96

退 職 給 付 費 用

勤 務 費 用

利 息 費 用 13 0 13

△ 35

過 去 勤 務 債 務 処 理 額 △ 0

（単位：百万円）

4.19 1.57 2.62

1 △ 1

期 待 運 用 収 益 △ 36 △ 1

（注）分母となる純資産平均残高は、（期首純資産の部（除く新株予約権）＋期末純資産の部(除く新株予約権)）÷２
　　　を使用しております。

（注）分母となる総資産平均残高は、（期首総資産（除く支払承諾見返）＋期末総資産（除く支払承諾見返)）÷２
　　　を使用しております。
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Ⅱ　貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況
※部分直接償却は実施しておりません。

〔単　体〕

＜ご参考＞

平成30年9月末に部分直接償却を実施した場合のリスク管理債権

〔単　体〕

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

（注）リスク管理債権は、銀行法施行規則に基づく開示債権でありますが、担保・保証等による保全の有無にかかわら
　　　ず開示対象としているため、開示額は回収不能額を表すものではありません。

3.08

14,483

－

1,396

16,402

603,649 2,216 601,433

0.08

（単位：％）

16,436

－

1,396

部分直接償却前 部分直接償却額 部分直接償却後

（単位：百万円）

平成30年9月末

合 計

破 綻 先 債 権 額

延 滞 債 権 額

３カ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

合 計

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ）

破 綻 先 債 権 額

延 滞 債 権 額

３カ月以上延滞債権額

貸出条件緩和債権額

0.13

2.72

－

0.23

521

2.72

0.18

延 滞 債 権 額 2.72 △ 0.12 △ 0.12 2.84 2.84

３カ月以上延滞債権額 － － － － －

0.22

合 計 3.08 △ 0.10 △ 0.17 3.18 3.25

0.22貸出条件緩和債権額 0.23 0.01 0.01

603,649 7,531 17,264 596,118 586,385貸 出 金 残 高 （ 末 残 ）

３カ月以上延滞債権額 － － － － －

貸出条件緩和債権額 1,396 82 67 1,314 1,329

合 計 18,619 △ 395 △ 445 19,014 19,064

（単位：％）

破 綻 先 債 権 額 0.13 0.01 △ 0.05 0.12

（単位：百万円）

785 28 △ 290 757 1,075

平成30年9月末

延 滞 債 権 額 16,436 △ 505 △ 222 16,941 16,658

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

破 綻 先 債 権 額

1,953

－

－

2,21618,619

785 263

（注）部分直接償却とは、自己査定により回収不能または無価値と判定した担保・保証付債権等について、債権額から
　　　担保の処分可能見込額および保証による回収が認められる額を控除した残額（Ⅳ分類金額）を取立不能見込額と
　　　して債権額から直接減額することです。当行は部分直接償却を実施していないため、Ⅳ分類金額と同額の貸倒引
　　　当金を計上しております。

2.40

－

0.23
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〔連　結〕

２．リスク管理債権に対するカバー率
〔単　体〕

３．貸倒引当金等の状況
〔単　体〕

〔連　結〕

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
金
残
高
比

平成30年9月末

平成30年9月末

平成30年9月末

平成30年9月末

引 当 率

カ バ ー 率 (B+C)／(A)

（単位：百万円）

△ 392 △ 475 19,249 19,332

貸 出 金 残 高 （ 末 残 ） 596,069 7,505 16,753 588,564 579,316

破 綻 先 債 権 額 828 35 △ 299 793 1,127

延 滞 債 権 額 16,631 △ 509 △ 244 17,140 16,875

３カ月以上延滞債権額 － － － － －

1,396 82 1,314 1,329

0.22 0.22

合 計 3.16 △ 0.11 △ 0.17 3.27 3.33

（単位：百万円、％）

（単位：％）

破 綻 先 債 権 額 0.13 0.00 △ 0.06 0.13 0.19

延 滞 債 権 額 2.79 △ 0.12 △ 0.12 2.91 2.91

３カ月以上延滞債権額 － － － －

0.01

0.26 △ 0.56 30.41 31.23

78.89 △ 0.20 △ 1.82 79.09 80.71

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

18,619 △ 395 △ 445 19,014 19,064

8,978 △ 278 △ 456 9,256 9,434

5,710 △ 73 △ 244

30.67

△ 80 △ 668 8,163 8,751

個 別 貸 倒 引 当 金

7,817 △ 63 △ 620 7,880 8,437

2,052 10 △ 377 2,042 2,429

6,0075,837△ 242△ 725,765

貸 倒 引 当 金 8,083

△ 375 2,105 2,491

△ 91 △ 293 6,058 6,2605,967

一 般 貸 倒 引 当 金 2,116 11

貸出条件緩和債権額 0.23

合 計 18,857

リ ス ク 管 理 債 権 (A)

担 保 等 保 全 額 (B)

個別貸倒引当金残高 (C)

(C)／(A)

0.01

5,954

67

平成30年3月末

（単位：百万円）

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

（単位：百万円）

貸 倒 引 当 金

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

貸出条件緩和債権額

－

平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

5,783
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４．金融再生法開示債権の状況
※部分直接償却は実施しておりません。

〔単　体〕

＜ご参考＞

平成30年9月末に部分直接償却を実施した場合の金融再生法開示債権

〔単　体〕

５．金融再生法開示債権の保全状況
〔単　体〕

平成30年9月末

平成30年9月末

平成30年9月末

（単位：％）

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　計

0.73破産更生債権及びこれらに準ずる債権

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比

△ 397 △ 447 19,042 19,092

2.10

0.23

3.07

0.37

2.11

0.23

2.71

△ 1.30 82.37 83.4382.13 △ 0.24

（単位：百万円、％）

15,315 △ 371 △ 615 15,686 15,930

9,001 △ 279 △ 458 9,280 9,459

6,313 △ 92 △ 158 6,405 6,471

平成29年9月末比

18,645

小　　計 3.07 △ 0.10 △ 0.16 3.17 3.23

比
　
率

（単位：％）

部分直接償却額部分直接償却前 部分直接償却後

4,475

12,773

1,396

18,645

588,235

606,881

2,216

－

－

2,216

－

2,216

2,258

12,773

1,396

16,428

588,235

604,664合　　計

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 0.73 △ 0.05 △ 0.30 0.78 1.03

危 険 債 権 2.10 △ 0.07 0.13 2.17 1.97

要 管 理 債 権 0.23 0.02 0.01 0.21 0.22

（単位：百万円）

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

8,030 17,934 580,205 570,301

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 4,475 △ 213 △ 1,635 4,688 6,110

（単位：百万円）

危 険 債 権

要 管 理 債 権

小　　計

正 常 債 権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危 険 債 権

(１)

(２)

(３)

債 権 額

保 全 額

担保保証等

貸倒引当金

（Ａ）

（Ｂ）

保  全  率 （B／A）

小　　計 18,645 △ 397 △ 447 19,042 19,092

合　　計 606,881 7,634 17,488 599,247 589,393

12,773 △ 265 1,122 13,038 11,651

要 管 理 債 権 1,396 82 67 1,314 1,329

正 常 債 権 588,235

比
　
率

（注） １．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、｢破産、会社更生、民事再生等の事由により経営破綻に陥っている 

  債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権｣であり、破綻先及び実質破綻先の総与信額と一致します。 

２．危険債権とは、｢債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った 

  債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権｣であり、破綻懸念先の総与信額と一致します。 

３．要管理債権とは、要注意先に対する債権のうちの｢３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権｣であり、要注意先 

  の貸出金の一部に対応しています。 

（注） １．債権額は、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」の合計額であります。 

２．貸倒引当金は、「個別貸倒引当金」及び「一般貸倒引当金」であります。 
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＜償却・引当の方針＞

６．業種別貸出金等の状況〔単　体〕
（１）業種別貸出金

イ　残　　高

ロ　構　成　比

平成30年9月末

平成30年9月末

不動産業、物品賃貸業 8.69 0.02

そ の 他 33.65 △ 0.18 △ 0.68 33.83 34.33

0.33 8.67 8.36

各 種 サ ー ビ ス 業 9.44 △ 0.63 △ 1.04 10.07 10.48

地 方 公 共 団 体 19.01 △ 0.24 0.28 19.25 18.73

運 輸 業 、 郵 便 業 1.99 0.56 0.50 1.43 1.49

卸 売 業 、 小 売 業 6.98 △ 0.04 0.13 7.02 6.85

金 融 業 、 保 険 業 2.51 △ 0.43 △ 0.49 2.94 3.00

建 設 業 3.87 0.10 0.03 3.77 3.84

電気・ガス・熱供給・水道業 0.75 0.10 0.13 0.65 0.62

情 報 通 信 業 0.91 0.26 0.42 0.65 0.49

農 業 、 林 業 0.21 0.02 0.01 0.19 0.20

漁 業 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

鉱業、採石業、砂利採取業 0.06 0.00 0.00 0.06 0.06

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

貸 出 金 100.00 － － 100.00 100.00

製 造 業 11.87 0.47 0.36 11.40 11.51

△ 3,025 △ 4,452 60,038 61,465

地 方 公 共 団 体 114,775 △ 26 4,930 114,801 109,845

そ の 他 203,187 1,490 1,860 201,697 201,327

（単位：％）

各 種 サ ー ビ ス 業 57,013

3,516 3,285 8,532 8,763

卸 売 業 、 小 売 業 42,140 251 1,932 41,889 40,208

金 融 業 、 保 険 業 15,206 △ 2,332 △ 2,389 17,538 17,595

不動産業、物品賃貸業 52,480 738 3,447 51,742 49,033

運 輸 業 、 郵 便 業 12,048

△ 3 11 370 356

建 設 業 23,402 879 873 22,523 22,529

電気・ガス・熱供給・水道業 4,574 654 910 3,920 3,664

情 報 通 信 業 5,511 1,605 2,619 3,906 2,892

鉱業、採石業、砂利採取業 367

自己査定に基づく区分

3,678 4,151 67,983 67,510

（単位：百万円）

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

1,273 108 90 1,165 1,183

7 0 △ 1 7 8

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

貸 出 金 603,649 7,531 17,264 596,118 586,385

71,661

金融再生法に基づく区分

危 険 債 権

要注意先
債　　権

破 綻 先 債 権

実 質 破 綻 先 債 権

破 綻 懸 念 先 債 権

要 管 理 先 債 権

要管理先以外の債権

正 常 先 債 権

償却・引当方針

担保・保証等で保全されていない債権額に
対して貸倒実績率に基づく３年間の予想損
失額を引当。また、一部の債権について
は、キャッシュ・フローによる回収見込額
を勘案した金額を引当。

担保・保証等で保全されていない債権額に
対して100％

要 管 理 債 権

正 常 債 権

破 産 更 生 債 権 及 び

これらに準ずる債権

貸倒実績率に基づく３年間の予想損失額

貸倒実績率に基づく１年間の予想損失額
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（２）消費者ローン残高

（３）中小企業等貸出比率

７．預金、貸出金等の状況〔単　体〕
（１）預　金　等

イ　期末残高

ロ　平均残高

（２）預　り　資　産

期末残高

（３）預金等＋預り資産

期末残高

781,648 △ 3,123

長 野 県 内 預 金

682

平成30年9月末

譲 渡 性 預 金 － －

－ －

△ 5,286 784,771 786,934

平成30年9月末

うち個人預金・個人預り資産

（単位：百万円）

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

預 金 等 ・ 預 り 資 産 合 計 1,088,174 16,492 16,523 1,071,682 1,071,651

（注）預り資産は、個人年金保険、投資信託、公共債等の預り残高の合計であります。

預 り 資 産 58,278 440 △ 1,469 57,838

132 9,358 9,908

平成30年9月末

1,008,911 20,554 19,714 988,357 989,197

長 野 県 外 預 金 10,040

－ － －

59,747

う ち 個 人 預 り 資 産 56,929 477 △ 1,107 56,452 58,036

（単位：百万円）

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

平成30年9月末

285,524 283,006

平成29年9月末比

預金等（預金＋譲渡性預金） 1,018,951 21,235 19,845 997,716 999,106

預 金 1,018,951 21,235 19,845 997,716 999,106

（単位：百万円）

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比

預 金 1,029,895 16,051 17,991 1,013,844 1,011,904

1,021,070 19,449 18,296 1,001,621 1,002,774

8,825 △ 3,397 △ 304 12,222 9,129

－ － －

長 野 県 内 預 金

長 野 県 外 預 金

譲 渡 性 預 金

個 人 預 金 724,718 △ 3,601 △ 4,179 728,319 728,897

個 人 以 外 の 預 金 305,176 19,652 22,170

（単位：百万円）

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

預金等（預金＋譲渡性預金） 1,029,895 16,051 17,991 1,013,844 1,011,904

平成30年9月末

う ち 住 宅 ロ ー ン 174,713 1,117 1,855 173,596 172,858

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

中 小 企 業 等 貸 出 比 率 71.07 0.41 △ 0.62 70.66 71.69

う ち そ の 他 ロ ー ン 28,473 372 4 28,101 28,469

平成30年9月末

（単位：百万円）

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

消 費 者 ロ ー ン 203,187 1,490 1,860 201,697 201,327

（単位：％）

（注） 中小企業等とは、資本金３億円(ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円)以下の会社又は常用する従業員が
300人(ただし、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人)以下の会社及び個人であります。 
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（４）貸　出　金

イ　期末残高

ロ　平均残高

Ⅲ　平成３０年度（平成３１年３月期）の業績予想

〔単　体〕

〔連　結〕 （単位：百万円）

平成30年度見込 平成29年度
平成29年度比

経 常 利 益 1,850 △ 946 2,796

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益
△ 779 1,879

平成30年度見込
平成29年度比

平成29年度

1,750

1,300

550

1,000

△ 895

843

△ 381

△ 781

2,645

457

931

1,781

1,100

業 務 純 益

コ ア 業 務 純 益

当 期 純 利 益

長 野 県 外 貸 出 金 43,801 5,650 8,297 38,151 35,504

（単位：百万円）

経 常 利 益

（単位：百万円）

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

貸 出 金 592,029 9,766 11,363 582,263 580,666

長 野 県 内 貸 出 金 548,227 4,115 3,065 544,112 545,162

平成30年9月末

長 野 県 内 貸 出 金 556,732 4,738 8,052 551,994 548,680

46,917 2,793 9,212 44,124 37,705長 野 県 外 貸 出 金

（単位：百万円）

平成30年3月末 平成29年9月末
平成30年3月末比 平成29年9月末比

貸 出 金 603,649 7,531 17,264 596,118 586,385

平成30年9月末
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